







長い間、 日本企業の賃金は 「年功賃金」 と言われてきた。 しか しそれが、急激に変化 してきたとも
言われ ている。実際、「年功賃金か ら成果 ・業績主義賃金へ」 と言 う主張は、すっか り定着 してきてい
る。賃金は最 も代表的な報酬 の1つ だか ら、それが個人の能力や成果 ・業績 と全 く無関係に決定され
ているならば、優れた成果や業績を生みだそ うとする人々の行動は期待できな くなって しまうだろう。
そ う考 えると、年功賃金か ら成果 ・業績主義への変化はむ しろ当然の ことのように思 える。 しか し他
方で、日本の賃金 は年功賃金 と言われなが らも、もともと能力の違いをその中に反映 させてきた とい
う指摘や、他の先進諸国にも日本 と類似 の年功賃金があるとい う主張 もある(小 池1999:第4章)。こ
の指摘や主張に従 うならば、 日本の賃金 は、年功賃金 と呼ばれていて も、性急にそれ を修正す る必要
がない ことになる。
相反するこれ らの主張が交錯す るのは、賃金 の決定要因に関する実証分析が充分に蓄積 されていな
いか らと思える。 とい うのは、これ までの賃金についての分析の多 くは、能力や業績 を表す変数 とし
て、年齢や勤続年数 、あるいは経験年数 を用いてきたので、結果が年功の影響を示 しているのか能力
や業績の影響を示 しているかが識別できない とい う問題を抱えていたからである。
筆者 はここ数年、研究開発(R&D)人 材 を対象 とした国際比較研究に携わって きた1。R&D人材
の業績は、新製品開発や特許 、あるいは論文発表な どとい う形 で比較的明瞭に知ることができる。 こ
の場合能力は、業績 と言 う形 で顕在化 された場合に、初めて客観的に把握 されると考えて良い。それ
ゆえ、能力や業績 と賃金の関連 を明確にす るために、業績が把握 しやすいR&D人 材を対象 とした分
析を行 うことは、最 も適切な方法の1つ と言えるだろ う。
そこで以下では、上記の研究で収集 ・作成 した質問紙調査のデータを再集計 して、 日本企業の賃金




これまでの年収 決定要因の特質を明 らかにし、これか らの望ま しい年収決定方式に言及 したい。
なお本稿では、質問紙の個票デー タ分析 を中心に進めてい く。通常の分析では、カテ ゴリー ごとの
平均値や構成比 とい う集計データに よる分析が多いが、そのよ うな分析は、個別データの分散 を無視
して しま うとい う事態に陥 りがちである。個票デー タの分析は個別の違いを扱 う手法なので、この点
で優れている。 これまでに も個票デー タによる賃金の分析は行われてきているが、その多くはサンプ
ルサイズが大 きいものではなかった。個票デー タはバ ラツキが大 きいため、かな りの数 のサンプル を
確保 しない と結果が安定 しない傾向があるので、この面での改善が求められ るところである。い くっ
かの分析の中には、充分な数のサンプル を確保 した個票データによる賃金に関す る国際比較 を行った
もの もある。その代表例は、 日仏比較の三谷(1997)である。.これは、政府の公式統計の個票 を分析
した ものなので、サ ンプルの大きさとい う点では全 く問題がないが、政府の統計 ゆえに活用できる変
数が少 なく・特に各個人の業績 とい う本稿の主要な関心に直結す る変数は用いられていない。
本稿 で用いるのは、,より多様な情報が得 られ る大規模な質問紙調査の個票デー タである。サンプル
の大 きさや変数の多様 さとい う点か らも、新規性 がある分析 と言えよ う。
1デ ー タの説 明
(1)使用 す る デ ー タ ・
以 下の分析 で 用 い るデ ー タは、研 究 開発部 門 の人材(R&D人 材)に 対す る2種 類 の質 問紙調 査 の
デ ー タセ ッ トで あ る。 そ の1っ は 、1997～1999年に実施 した 調査の デ ー タで、Aデ ー タ と呼 ぶ2。他 の
1つ は 、1999～2001年に 実施 した調 査 のデー タで、Bデ ー タで ある3。 両デー タは 、い くっ かの点 で は
異 な っ てい る もの の 、賃金 お よびそれ に 関連 す る項 目に関 して は共 通 の設問 が多い。
これ らの調 査 は 、 自主 的な 協力 の も とに実施 され る質 問紙調 査 で あ るので 、必ず しも全 ての項 目が
有 効 に 回答 され て い るわ けで はな い。 ま た、調 査 デー タの 中に は充分 なサ ンプル が得 られ なか った国
の デ ー タも含 まれ てい る。 そ こで 、今 回の 分析 で は以 下 のデー タを対 象 とす る。 す なわ ち 、Aデ ー タ
に関 して は 、 日本 企業 の1,106件(1997年実施:「 日本97」乏表記)と イ ギ リス企 業 の652件(1997～98
年 実施:「 イ ギ リス98」)であ る。他 方Bデ ー タに関 して は、 日本の 国立研 究所の457件(1999年実施:
「日本:国 立99」)と日本 の 民間企 業の764件(1999年実施1「 日本:民間99」)であ る。
(2)年齢 別 年収 の プ ロッ ト図
i記 の2つのデータセ ・トを用いて・国や糸織 形態 とい うカテ 剖 一別に年vaB・J年収データをプ・ッ
トしてみ よ う。上段 にAデ ータ、下段にBデ ー タの図を示 したものが図1で ある。ここで年齢に着 目
してい るのは、言 うまでもな く、年功賃金 と呼ばれ る日本の特質を考慮す るためである。 なお調査デ
ータか らは、調査 実施前年の 「税 引き前年収」が入手できるので、それ を、それぞれの調査実施時期
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年齢
日本 のプ ロ ッ ト図 は3っあ るが、 「日本:国立99」の年 齢 に伴 う上 昇 の程度 がや や緩や かで はあ る もの
の 、い ずれ も年齢 と共 に きれ いに年収 が 上昇 して い る。 それ に対 し、 「イギ リス98」の プ ロッ ト図 では 、
確かに年齢 と共に上昇する賃金が観察 され るものの、 日本のデー タほ どま とまって上昇 しているわけ
ではなく、バ ラツキが大き くなっている。イギ リスでは年齢が高い割には賃金の低い人 もいるので、
全体 としては中高年層で拡がる扇型 となっている。
この図か ら日本の賃金は、バ ラツキが少ない ことや年齢に伴 う上昇度が大きい ことに特徴があると
言 えそ うである。
(3)年齢 と年収 の 関連
そこで、年齢 と年収の関連 を見 るために、「年収」を従属変数 とし、「年齢」を説明変数(独 立変数)
とした回帰分析を行って見よ う。ただし年功賃金 は、年齢 と共に賃金が直線 的に上昇す るのではなく、
年齢 と共に上昇程度が少なくなることが知 られているので、説明変数は 「年齢」に 「年齢の2次項」も
加 えることにす る。
この推計式による計測結果が表1で ある。いずれのカテゴリーの結果も、投入 された変数は有意で、
記号 も 「年齢」が正(+)、 「年齢の2次 項」が負(一)と なってい る。 このことは、イ ギリスを含め
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注1.***は10/o、**は5%、*は10%の 水 準 で 有 意 な こ とを 示 す 。
2.()内 はt値 。
この よ うな共通性 が ある一 方で 、細 か く見 てい くと次 の よ うな違 い に気 づ く。 そ の第1は 、イ ギ リス
の決 定係 数(R2)が 、 日本 の3つの推 計 結果 と比 べ る と小 さい とい うことで あ る。 この こ とは、イ ギ
リス は 日本 と比 べ る と、年 収 を決 定す る要因 と して年齢 の ウェイ トが小 さい こ とを意味 して い る。 違
いの第2は 、 「年 齢 の2次項」 のパ ラメー タ(回 帰 係数)が 、1日本97」と 「日本:国 立99」で 小 さい こ と
で あ る。 この こ とは、 これ ら2つのカ テ ゴ リーで は 、推計 され た年 収 曲線 の湾 曲度 が少 ない こ とを意 味
してい る。 ま た 「日本:民間99」は 、 「年齢 」 と 「年 齢 の2次項」の パ ラメ・一ー一・タの絶 対値 が 、共 に最 も大
きい。 この こ とは 、 このカ テ ゴ リー の年 収 曲線 は 、若年 層 での 上昇程 度 が 大 きい一 方、 中高年 に な る
と急 速 に上 昇程 度 が小 さくな るこ とを意味 して い る。
これ らの カテ ゴ リー ごとの年収 曲線 形 状 の違 い は、 図示 す るこ とに よ り、 よ り明 瞭 にな るはず であ
る。 そ こで 、推 計式 に25歳か ら60歳ま で の年齢 をあて は め、そ の年齢 層 の推 計年 収 を示 した ものが 、
図2で あ る。 「日本97」と 「日本:国立99」は、ほ とん ど直線 的に賃 金が 高ま って い るの に対 し、 「日本:
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ここで、「日本97」も民間企業のデータであるので、なぜ 「日本:民 間99」の ように湾曲 しないのか
とい う疑問が浮かんでくる。調査時期の差で ある2年間における成果主義の進展が、結果 としてこの よ
うな年収曲線 の違い となって きているのか もしれない。 しか し、これだけでは断定できない。
ともあれ国際比較 とい う観点か らは、 日本 とイギ リスの年収曲線が中高年層で違いが大きくなるこ
とが注 目され る。前述のよ うに 「日本:民間99」の方が、「イギ リス98」より2次項の絶対値が大きかっ
たが、図示 してみる と前者はむ しろ 「日本:国立99」と近接 してい るので、3つの 日本の軌跡 と 冒 ギ
リス98]との違いの方に 目が引かれる。
これ らの ことか ら、イギ リスの年収 も年齢 と共に高 くな るとい う点で 日本 と類似 しているが、中高
年になっても年収 が上昇を続 ける 日本 と、その年齢層では あま り上昇 しないイギ リス とい う違 いある
ことが指摘できる6。
2.い くつかの変数 と年収 との関連
(1)いくつか の変 数
類似点 と相違点の見 られた 日本 とイギ リスの年齢 と年収の関連であるが、その相違点は何によるの
だろ うか。なぜ、 日本の中高年層の年収は増加 を続けるのに、イギ リスでは停滞傾向を示すのだろ う
か。 この点に接近す るために、も年収の変動に関連 しそ うな年齢以外の変数 を考えよう。
その第1は、研究業績 である。 これが上記の年収変動に影響 しているならば、 日本の中高年層の年収
が増加 し続 けるのは、彼 らは経験 を積むにつれ ますますその業績を高めているか らであ り、イギ リス
の中高年層の年収が停滞す るのは彼 らの業績 が停滞す るか らとい うことになる。
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研究業績 に関 しては、質問紙調査では 「最近5年間」の業績数をい くつかの業績種類 ごとに尋ねてい
るが、それ らは 「実践的業績」 とf学 術的業績」 に大別 できる。前者の代表は 「特許」や 「研究成果
の実用化」で、後者の代表は 「論文」や 「学会発表」である。 ところで、これ らの業績 の平均値は、
図1で区分 したカテゴリー(国 や研究組織の種類)ご とにかな り違 いが大きくなっていた7。このことか
ら、各 カテ ゴリーには、それぞれの環境や使命 などの特性に応 じて、業績 についての相場が形成 され
ていると考え られ たので、その相場を基準に、各調査回答書 の業績は多いか否かを識別す るこ とに し
た。具体的にlpカテギリー ごとに、上記の4っの業績にっいで ・それ ぞれの中央値 を基準 として、それ
ど 　 エ ペ て
以上の業績 蝉 腸 合を1・・そ興 下暢 合をoとした・仁 て・「出癖 許・
、‥ 繰 の実用化」に
ついて この数値を合計 し 「実践的業績」の指標 とし、廃 表論文」と 「学会発表」について数値 を合計
したものを..「学術的業績∫の指標 と、したgこ のよ うな手続 きによって、it「実践的業斑 と 「学術的業績」
は共 に、各カテ ゴリー内での相対的な業績の多寡 を示す指標 となった。なお この指標は、業績が多い
ほど雛 麩 巳'o㌻2蜘麺 の螢 でぽ .また・こ喋 難 数には業績の塾 座 せた方が望
ま しいが、煩雑 さを避けるために、それ は行 わないこととした。
年収に影響 を与 えるも う1っ の変数 として想定できるものに、組織にお ける職位がある。職位 が高
いほど三、権限や責任が大 きくな り組織への影響度 も大 きくなる ので、年収 も高くなるはずである。 こ
の変数が年収 に影響するな らば、 日本の中高年層の年収が伸び続 けるのは、組織内で職位が高ま り仕
事内容 が高度 なものになるから とし・うことにな る・,
この変数に関 しては、Aデ ー タでは、一般か ら部長までの5段階が識別できたので、上位の職位ほ ど
数値h;S大きくなる1～5点をそれぞれ に割 り当て ることにした。他方Bデ ー タでは、職位ではな く仕事
内容を、1もっぱ ら研 究のマネジメ7ト か」、「研究のマネジメ.ントと研究の両方か」、あるいは 「もっ
ぱ ら研究か」 と尋ねていた。職位 が高いほどマネジメン トの ウェイ トが増えるので、最初の選択肢 を3
点とし最後を.1点とする1～3点を割 り当て、Aデ ータと整合性 を図ることとした。
(2)相関分 析
上記の変数 と図1でとりあげた年齢 と年収にっいて、カテ ゴリーごとに単相関分析 を行 った結果が表
2である。 一
多 くの セル が統 計的 に は有 意 で あ るが 、相 関係 数 の大 きさはかな り異な って い る。た だ し4つのカテ
ゴ リー と も、 ∫年 収 」 と最 も相 関 関係 が強 いの は 「年齢」 で 、次い で 職 位(ま たは 、f仕事 内容」)」と
k・う共 通 性が.fO.b。そ してf職 位(ま た は 「仕 事 内容 」)」と 「年 齢 」の 間 に も相 関が 見 られ 、それ は
敏 「日本97亘大きくなっている・それらと比べるe、.「撒 」と[年収・や、r鞠 と 「年齢」
の相関は小さ・㌔ ただレコ 業績・と ・年収・の欄 はほ 寂 りイギリスの方杖 き・㌔
工 らのこeカ1ら 躰 で輔 年層の馴 カミ触 続けるのは沖 離 層になるtこ従い離 が高まる
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注L***は0.1%以 上 、**は10/。以上 、*は5%以上 の水準 で有意な ことを示す。
2.単 相関係 数の算出 に用 いた件数は、有 効回答数が異なるのでセル ごとに若干異 なっている。
3.職 位 ・業 績 と年 収 ・年齢
上記の推測が適切か否か、次に業績や職位が変化する と職位や業績 がどう変化するかを分析 して確
認 しよ う。
(D職 位 ・業績 と年収
まず、職位や業績が変化すると年収が どう変化するかを見よう。ただ し、.「職位(ま たは仕事内容)」
は5段階(ま たは3段階)、業績は2種類あるが共に3段階の指数であ り、、変動範囲が少ないので2次項は
投入 しないことにす る。 また、理解を容易にす るために単回帰分析 とする。.
その結果が表3である。説明変数の符号はいずれも正で、1つの計測結果を除いて有意である。職位
と業績は、 どちらも高まれば年収が増える関係があることが確認できる。ただし、計測 されたパラメ
ータや ε値は、「業績」よ り 「職位(ま たは仕事内容)」の方が大きく、決定係数もそ うである。年収に
対す る影響力は 「職位(ま たは仕事内容)」の方が、業績 より大きいと言える。
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表3職 位 ・業績 による年収決定の推計結 果
[従属変数=年収(円表示、万円)]
Aデ ー タ Bデ ー タ
日本97 イ ギ リス98 日本:国立99 日本:民間99




職位 215.616*** 141.883*** 185.900*** 219.914***
/仕事内容 (4LO76) (17.347) (10.919) (20.217)
－
R2 、605 .346 .215 .352
F 1,68/236*** 30α929**掌 〃9.232*** 40況710***
η 1,100 568 433 750
定数 777.081*** 632.448*** 809.129*** 843.487***
(60.355) (44,861) (53,453) (57.089)
実践的 35.793*** 79.529*** 62.058*** 17,945
業績 (3.319) (6.211)噸 (3,204) (1.429)
一
1マ2 .009 .056 .020 .001
F 〃.013*** 38.57汐*押 10.265*** 2,043
η ノ,106 636 457 κ4
定数 763,069*** 633.937.*** 795.526*** 782.802***
(67.713) (46.792) (44.087) (55.494)
学術的 59.447*** 69.953*** 46.859*** 81.030***
業績 (6.082) (6.367) (3.219) (7.333>
一
ノ?2 .032. .059 .020 .065
F 36.985*** 40.537≠緑 1α359*** 53.7〃***
刀 ノ,106 634 457 764
注1.2.表1に 同 じ。





上記のよ うな年収 との関連を示す職位 ・業績は、年齢が変化するとどう変化するだろ うか。年齢 と
年収の関係 を見た図2と同様に、f年齢」と 「年齢の2次項」による回帰式を計測 し9、それに年齢をあて
はめ、年齢別の職位や業績 を推計 しよう。その結果が図3である。
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図3年 齢 と職位 ・業績
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この図 で 直 ちに気 づ くの は、 「職位(ま た は仕事 内容)戊 と 「業績 」で は、年齢 との 関係が かな り異
な る とい うこ とで あ る。Aデ ー タ(図 の上段)で よ り明瞭 であ るが 、 「業績」 では40～45歳近辺 を ピー
ク と した曲線 にな るの に対 し、 「職 位」 では湾 曲が少な くほぼ直線 状に高 ま って いる。Bデ ー タの 「仕
事 内容jが50歳 近辺 か ら停 滞 を示 してい るの は、 この変数 が 「職位 」 の よ うに5段階 での指標 で な く3
段 階 であ る ことが影 響 してい るのか も しれな い。
な お、 こ こでの 業績指標 は 業績 の数 で見た もの だが、 それ によ る と実践 的業績 よ り学術 的業績 の方
が わず か に ピー ク年齢 が遅い が、いずれ に関 して も40～45歳が ピー ク年齢 とな るよ うで ある。 しか も、
そ の様 子 は 、 日本 とイ ギ リスでは ほ とん ど違 い がない10。他方 、 「職 位」 に関 しては 日本 とイ ギ リスの
違 い が 大 きい6「 日本97」は60歳まで ほぼ一貫 した速 さで上昇 してい るの に対 し、 「イ ギ リス98」はそ
の速 さが遅 く(線 の傾 きが緩や かに)な っていて、 中高年層 で両者 の違 いが大 きくな って いる。
この最 後の 指摘 は 、図2で見 た 日本 とイ ギ リス の違 い と符 合 してい る。 この ことか ら、 図2で示 され
た 日本 では年 収 が中 高年層 で も増加 し続 けるの は、業 績 が そ うな るか らで はな く、職 位が年齢'と共に
高 ま り続 け るか らと考え られ る。
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4.ま とめ と提 言
本稿 では、個人別業績が比較的明瞭 になるR&D人 材 に対す る日本 とイギ リスの調査デ ・ー一夕を用い
て、年収 の決定要 因を分析 した。分析にあたっては、国別 の複数の説明変数を同時に考慮する重回帰
分析 を行わず単回帰分析 を中心に行 った。変数の影響 を図示す る際に、理解が容易になることを狙っ
たか らである。分析の結果明 らかになったことは、以下のよ うに要約 できる。
年齢を基準に して年収 を比較すると、日本 とイギ リスは どち らも年齢 と共に年収が高まるが、 日本
の方が上昇にバラツキが少な く、また中高年層 になっても上昇度の停滞が少ないので、結果として中
高年層での 日本とイギ リスの差が大き くなることがわかった。 そこで次に、年収に影響を与える要因
として、業 績 と職 位に着 目し分析 した。 いずれ も、日本 とイギ リス どちらでも、年収に影響を与えて
いるとい う共通点が見られた。 しかも業績に関 しては、イギリスの方が 日本より年収に対する影響が
大きかった ものの、業績は両国 とも40～45歳層 をピークとした類似 した曲線 を示す ことがわか った。
それ に対 し、職位 に関 しては、日本の方が年齢 ど共により高い職位に就 く傾 向が強 く、この面での 日
本 とイギ リスの違いが、年齢 に伴 う年収パター ンの両国の違い と良く類似 していた。
これ らのことか ら、年功賃金 と呼ばれてきた 日本の賃金であるが、業績やそれをもとに推計され る
能力を考慮 して賃金 が決定 されてきてい ると言える。それにも関わらず結果 として出現するイギ リス
との賃金パターンの違い、特 に中高年層の違いは、職位への就任に 日本では年齢が強 く作用 している
ので発生 レていると理解 され る。本稿 のAデ ータの職位 は、必ずしもライ ン管理職 であることを示 し
たものではなく、職能資格上の職格 も含む ものであるが、Bデs-一ターは仕事内容がマネジメン トか研究
か を問 うたものである。その ような違いがあるにも関わ らず両者の分析結果は、ほぼ同様の傾向を示
していた。 ライン管理職 ではな く職能資格上の管理職であっても、そこへの就任はマネジメン トの役
割 を少 なか らず担わ されることになっているよ うである。 そしてそのよ うな管理職への就任が年齢 と
強い相 関を示すので、結果 と・して日本 の賃金は年功的になっていると考えられる。
っま り、 日本の賃金 を年功的なものか ら脱却 させ るためには、業績や能力の違いを賃金に新たに反
映 させることではない。それは既に反映 されてい ると見て良い。昇進や昇格に、年齢とい う要因を排
除することが必要である。
ところでなぜ 日本企業では、中高年層にマネジメン トの役割 を担わせ ることになったのだろ うか。
マネジメン トの仕事には経験 が不可欠だか ら、管理職の年齢が他の人よ り高 くなることは一般的には
推定でぎる。 しか しその逆、っま り 「中高年者は管理職」 とい う命題は、真ではない。中高年層にな
っても、マネ ジメン トではな くむ しろ専門的な能力を発揮 して、より高度な成果を生み出す役割を担
った方が適切 な人材 もいるはずである。 しか しこれまでは、そのような人を処遇す るためには、高い
職位につけるしかなかったので、昇進や昇格をさせてきたとい うのが実態であろ う116その結果、本人
は不得手なマネジメン トも担わ され、その専門的 な能力を充分に発揮する機会を奪われ ことになる。




役職 に就かなくとも、 自らの専門的な能力を発揮す るこ とにより組織に貢献 し、組織 もその専門的
な能力や業績を積極 的に評価 し処遇す る。その よ うな形を実現するために、かつて検討 された 「専門
職 制度jを 、改めて再検討す ることが必要であろ う12。専門職制度 とは、高度な知識や経験 を有する人
材に管理職 とは別の称号を与 え処遇す る制度である。高度な専門性 を有する人材は専門職 として処遇
し、他方、管理職への任命はその役割 に照 らして厳格に行 う。 このよ うな人材配置の改革を行 うこと
が・結果として詮 の変化に結びパ{まず⑰ る吟 味 酬 こ瀕 なのは 他社が行つ酔 ロ 性
急に、成果 ・業績主義という名前の賃金制度を導入するζとではないように思える。
注
Il994～2002年まで継続L .た慶慮 大学R&D研 究会(研 究代表者:石 田英 夫)に よる一連の調査研 究であ る。なお、
その最終報告 は石 田(2002)として公刊 され てい る。
≡ のデータは・醗 大学R
.&D研究釦 ミ・1997年から1999午にかけて民間企業のR&D人 材に枇 て越 した質
問紙調査 「蹴 聞賭 に対す臆 騨 査」である・'・の随 曜 細 管は・研 ・守島(・…)
、である・
'1このデータは、科学技術庁科学技術政策局の委託により、塵隠大学R&D研 究会のメンバーの一部が中心的に関わ
って1999年か ら2001年にかけて実施 し頗 問繍 査f創造醐 究成果を促す研究者の人材Yネ ジiン トのあ 肪
に関する調査」である。1れ らの調査結果は、社会工学研究所(2000)および未来工学研究所(200,1)として公表
され ている。
iイ ギ リス調 査は2カ 年 に渡 って実施 したの で、1997年に実施 したサンプル には£1.00=¥215.38のレー トを適用 し、
1998年実施のサ ンプル は£1.00=¥202.54のレー トを適用 した。
「'勤続 年数1年 未 満 のサ ンプル を除 いたの は、その よ うな人の年収 は転職 に伴 う変動が含まれる と想 定 したか らであ
る。
6今 回 の分析対象か らは国別 のサ ンプルが少 ないの で除外 したが 、元々の調 査デー タではアメ リカ(51件)と オー ス
トラ リア(50件)の デー タも、年収関連項 目が分析可能 となってい る。それ らをこの推計式で同様 に分析 した とこ
ろ、 どち らもここでのイギ リスと類似 した軌跡 となった。
7業 績の種類別 に 「日本971:「 イ ギ リス98jl「 日本:国立99」:f日 本:民間99」の順にその平均 値を示す と、次
の よ う に な る。 「論 文 本 数 」2.08:3.59:13.e9二4.85、「学 会 発 表 数 」2.08:3.59:17.02二4.59、「特 許 件 数 」
6.18:2.25:2.49:10.47、「研 究成 果の実用化件数」0.84:1.06:0.16;0.80。
Rこ の方法 による業 績変数は、永野(2002)で用いた ものである。
9推 計結果 は、本 稿の末尾 に資料 として添 付 してあ る。
10このよ うな状態 であ るに も関 わ らず、研究者 と して活躍 できる限 界年齢 に対す る意識 は、B本 とそれ以外 では大 き
く異 なづてい る。 イ ギ リス も含 め 日本以外の国のR&D人 材は、限界能 力は 「ない」 と答える人 が圧倒 的に多 く、
それ が 「ある]と 答 えた人 も具 体的な年齢を問 うと 「個人差の問題 」 と答 える人が多 くな っている。そ れに対 し、
日本 のR&D人 材 は年齢 限界が 「ある」 と答 える人が 多く、具体的 な年齢は 「40歳代前判 と答 える人 が圧倒的 に
多 くなってい る。 詳 しくは、石 田(2002:第1章)参照。
1‖この点 で、最近 ノ・・一・ベル 賞を受賞 した田中耕 一氏 のケー スは興味深 い。 同氏 の受 賞が決 まって時点 で、 同氏の企業
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内の職位は非管理職の 「主任」であった。これには研究活動を継続 したいとい う同氏の意志があったようである。
しかし、世界的な研究者を処遇することもあ り、同社はその後、同氏を高度な専門職である 「フェロー」に任命 し
た。(f主任の田中です、ノーベル化学賞受賞の田中耕一 ・島津製作所主任」『日本経済新聞』2002年10月21日、
日刊)。
12永野(1996)では、R&D人 材の専門職制度に対する意識を分析 し、その望ま しい形を提言している。
参考文献
石田英夫編 『研究開発人材のマネジメン ト』憂慮義塾大学出版会、2002年。
石田英夫 ・守島基博編 「研究人材マネジメン ト:最終報告」『組織行動研究』30号、pp.5-187.、
2000年3月。
小池和男 『仕事の経済学(第2版)』 東洋経済新報社、1999年。
社会工学研究所編 『創造的研究成果を促す研究者の人材マネージメン トのあ り方に関する調査』
社会工学研究所、2000年。
永野 仁 「専門職制度に対する研究者の意識」『組織行動研究』38号、pp.76-85.、1996年3月。
永野 仁 「研究成果 と報酬」石田英夫編 『研究開発人材のマネジメン ト』慶慮義塾大学出版会、
第7章 、2002年。
三谷直紀 『企業内賃金構造 と労働市場』勤草書房、1997年。
未来工学研究所編 『創造的研究成果を促す研究者の人材マネージメン トのあ り方に関する調査』
未来工学研究所、2001年。
一268一
ll治 →'土 くle「 石E
資料 図3作成のための推計結果
Aデ ー タ. Bデ ー タ
日本971イ ギ リス98 日本:国立ggl日 本:民間99
従属変数 職位 仕事内容
定数 一3.112***
(L889>
.161***
(6.477)
-5.940E-04*
(1.889)
一2.670E-02
(.039)
5.261E-02
(L449)
-1.184E-04
(.256)
一3.396***
(4,651)
.204***
(5,940)
-1.982E-03***
(5.081)
一4、710***
(6.881)
.267***
(7,660)
-2.534E-03***
(5.820)
年齢
年齢2
一
1ぞ2
F
/1
.619
891.87ノ***
1,100
.137
46.ノ24繰 ≠
568
.210
58.492***、
433
.362
213.654***
750
従属変数 実践的業績
定数 一2.987***
(5.116)
.190***
(6.292)
-2.224E-03***
(5,809)
一1.944***
(4.133)
.139***
(5.590)
-1.653E-03***
(5.206)
一.805
(1.073)
4,988E-02
(1.420)
-4.4}3E-04
〈1.106)
一1.642*
(1.863)
.127***
(2.846)
-1.562E-03***
(2,804)
年齢
年齢2
一
1～2
F
η
.047
28169***
1,106
.054
19.226**ポ
636
.024
6.507***
457
.008
4.097**
763一
従属変数 学術的業績
定数 一2.973***
(4.642)
.184***
(5.536)
-2.MgE-03***
(5.117)
一1.684***
(3.048)
.130***
(4、435)
-1.544E-03***
(4.133)
一.714
(.709)
7.089E-02
(L503)
-7.254E-04
(1.355)
一1.970**
(2.066>
.126**
(2.596)
-1.258E-03**
(2.087)
年齢
年齢2
一
1ぞ2
F
η
.036
2ノ.620***
1,106
.034
12.049ポ繰
634
.006
2,301
457
.040
1ε887***
764
注1.2.表1に 同 じ。
(ながの ひ とし)
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